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 国家公務員の再就職等規制にご協力を  
 

国民からの批判が大きい問題として、いわゆる天下り問題があります。国家公務員が退職したのち、

民間企業等に再就職することは禁じられておりませんが、国家公務員法では、公務の公正性に対する

国民からの信頼を確保するため、次の３つのルールを設けています。 

 

■再就職の依頼・情報提供等の規制 

現役の国家公務員が企業等に対し、他の国家公務員・ＯＢの再就職を依頼することや、国家公務

員・ＯＢの情報提供等をすることは禁止されています。 

例えば、再就職させたい者の名前や職歴などの情報を企業側に提供したり、企業側に受け容れ

可能なポストや待遇面などの情報を照会すると違反となります。 

 
■利害関係企業等への求職活動の規制 

現役の国家公務員が、職務として携わる契約や処分などの相手方となっている利害関係企業等

に対し、在職中に求職活動をすることは禁止されています。 

例えば、再就職目的で自分の名前や職歴などの情報を利害関係企業側に提供したり、利害関係

企業側に職務内容や待遇面などの情報を照会すると違反となります。 

 
■元の職場への働きかけの規制 

再就職した国家公務員ＯＢが、再就職先の契約や処分に関し、便宜を図るよう元の職場に働きか

けをすることは禁止されています（ただし、原則として退職後２年間に限ります）。 
 
☆各企業へのお願い 

企業の皆様におかれても、規制違反を未然に防ぐ観点から、国家公務員・ＯＢにこうした行為を求

めないようご協力をお願いいたします。また、規制違反が疑われる行為を見聞きした場合には、下記

連絡先まで情報提供をお願いいたします。 
 

◇連絡先 内閣府再就職等監視委員会事務局 

電 話：０３―６２６８―７６６０～７６６８ 

ＵＲＬ：http://www5.cao.go.jp/kanshi/index.html 
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お 知 ら せ 

 今後も会報で実施事業の

周知、および各種改正等

のお知らせをします。 

 年間に2回の発行を予定

しています。 

１日公庫のご案内
年末資金に向けて11月15日

に１日公庫を開催します。

支店長が当日に融資を決定

します。 

詳細は後日各事業所にお知

らせします。 
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■労働情報②（第3号被保険者の場合） 

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

【経営計画作成アプリ『経営計画つくるくん』を使おう！】 
 経営計画書とは、企業の事業内容や経営状況を振り返り、将来の事業目標の達成のため、経営資源(従

業員、資金、情報、資産）をどう活用するかを取りまとめたもので、ビジョンと経営理念を実現するた

めの道具です。 

 「経営計画つくるくん」は簡単操作で、経営計画書の下書きが出来上がります。また「経営計画の大

切さは理解しているが、どうやって作成すれば良いか分からない」方のために開発された経営計画作成

アプリです。以下の3つのメリットがあります。 

 ①経営計画作成 

 →経営計画作成に必要な時間は最短わずか30分。経営計画の作成経験がなくても選択肢から選択や、  

最小最小限の文字入力で簡単に経営計画が作成できます。 

 ②基礎学習 

 →経営計画を作成するうえで必要な基礎知識をクイズ形式で、し

みみ楽しみながら学習することが出来ます。 

 ③外部連携 

 →作成した経営計画の最終仕上げや集計するため、Excel形式で

出力出力する機能も搭載されています。 
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■労働情報① 

山口県の最低賃金が改定されます。 

最低賃金の名称 
最低賃金額 効    力   

１時間 発生の日  山口県最低賃金は、山口県内の事業場で働く 

山口県最低賃金 ７５３円 28.10.1 
 すべての労働者に適用されます。 

  

最低賃金には『地域別最低賃金』と『特定（産業別）最

低賃金』とあり、今回改定されるのは地域別（山口県）

最低賃金です。 

最低賃金Ｑ＆Ａ 

Ｑ１．最低賃金の対象となる賃金は？ 

Ａ１．  毎月支払われる基本的な賃金が対象となり、具体的には以下の表を参考にして下さい。 

Ｑ２．最低賃金額以上かどうかのチェックの仕方は？ 

Ａ２． ① 時間給の場合  時間給≧最低賃金額（時間額）（山口県の場合は10月１日以降は753円） 

② 日給の場合  日給÷１日の所定労働時間≧最低賃金額（時間給） 

   【計算例】  8,000円（日給）÷８時間（１日の所定労働時間）＝1,000円＞753円 

（最低賃金を満たしています） ③ ①、②以外（週給、月給等）の場合 

月給額×１２ヵ月÷年間総所定労働時間≧最低賃額（時間給） 

【月給制の場合の計算方法 例１】 

月  給 130,000円 

年間労働日数 260日 

労働時間／日 8時間 

（130,000円×12ヶ月）÷（260日×８時間）＝750円＜753円 

【月給制の場合の計算方法 例２】 

基 本 給  110,000円 

職務手当    25,000円 

通勤手当    5,000円 

時間外手当 20,000円 

    計    160,000円 

年間労働日数  250日 

労働時間／日  8時間 

最低賃金の対象となる賃金は 

160,000円－（5,000円+20,000円）＝135,000円 

となり、この金額を時間額に換算し、最低賃金と比較すると 

（135,000円×12ヶ月）÷（250日×８時間）＝810円＞753円 

（最低賃金を満たしています） 

④ ①、②、③が混在している場合 

基本給が日給制、各手当(職務手当等)が月給制のように混合している場合は、それぞれの

式により時間額に換算し、それを合計したものと最低賃金（時間額）とを比較します。 

☆最低賃金額を調べたい方は「あなたの賃金を比較チェック」で検索してください。 

Ｑ３．最低賃金の周知義務は？ 

Ａ３．  使用者は、最低賃金の適用を受ける労働者の範囲及びこれらの労働者に係る最低賃金額、算入し 

 ない賃金並びに効力発生年月日を常時作業場の見やすい場所に掲示するなどの方法により周知す 

 る必要があります。 


